
 

 

 

 

 

 

交際費非課税の飲食費上限を「１万円以下」に引上げ 

令和６年度税制改正においては、地方活性化の中心的役割を担う中小企業の経済活動の

活性化や、「安いニッポン」の指摘に象徴される飲食料費に係るデフレマインドを払拭する観

点から、交際費課税の見直しが行われます。具体的には、損金不算入となる交際費等の範囲

から除外される一定の飲食費に係る金額基準について、会議費の実態を踏まえ、現行の１人

当たり５０００円以下から「１万円以下」に引き上げられます。 

 交際費等とは、交際費、接待費、機密費その他の費用で、法人が、その得意先、仕入先その他

事業に関係のある者などに対する接待、供応、慰安、贈答その他これらに類する行為のために

支出するものをいい、現行の規定では、交際費等の範囲から除外されるものとして、飲食等の

ために要する費用であって、その支出する金額総額を飲食等に参加した者の数で割って計算

した金額が５０００円以下である場合の費用が該当します。この飲食等に要する費用は、専ら

その法人の役員や従業員またはこれらの親族に対する接待等のために支出するものは除か

れますが、この金額基準が、令和６年度税制改正では５０００円以下から１万円以下に引き上

げられることになります。この背景には、物価上昇で飲食費が高騰しているのに対し、今の水

準では不十分だとする意見が強まっており、また、飲食業界を側面支援する狙いもあります。

この改正は、令和６年４月１日以後に支出する飲食費について適用される予定です。 

 また、接待飲食費に係る交際費等の損金算入の特例及び中小法人に係る損金算入の特例の

適用期限が３年延長されます。現行の接待飲食費は、社内飲食費を除いた交際費に含まれる

「飲食費」について、定められた項目を記載した帳簿上の飲食費（「接待飲食費」と仕訳したも

の）であれば、その額の５０％を損金に算入できることとされている特例があり、この特例は、

中小企業だけでなく大企業にも適用されます。中小企業の場合は、上記の１）交際費等の額の

うち、飲食その他これに類する行為のために要する費用の５０％に相当する金額を超える部

分の金額を損金算入することと、２）損金不算入額として、交際費等の額のうち、８００万円に

その事業年度の月数を乗じ、これを１２で除して計算した金額（「定額控除限度額」）に達するま

での金額を超える部分の金額が損金不算入額となることについて、この１）と２）はそのいず

れかの選択による適用が認められています。 
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